緊急景気対策特別資金事務取扱要領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
１ 趣　旨

　　この要領は、那須町中小企業振興資金融資規則(以下「規則」という。)第2条の規定に基づく「緊急景気対策特別資金」の取扱いについて定めるものとする。

２ 融資対象者

　　 町内で1年以上引き続き同一事業を営む中小企業者で、次の各号のいずれかに該当する者。

（1）景気低迷により最近３か月間若しくは６か月間の月平均売上高が前々年若しくは前年の月平均売上高に比較して３％以上減少している者

（2）正規従業員を雇用するための事業資金が必要な者

（3）中小企業信用保険法第２条第５項第１号から第６号の認定を受けた者
（4）中小企業信用保険法第２条第６項の認定を受け危機関連保証制度要綱（平成29年10月25日20171023中庁第１号）に定める危機関連保証を利用する者

（5） その他金融取引に支障を来たし事業資金の円滑な調達が困難になっている者

３　資金の使途　　運転資金

４　融資限度額　　１，０００万円
５　融資期間　　　６年以内　
６　返済方法　　　月賦返済　（据え置き期間：最大12か月）
７　融資利率　　　那須町中小企業振興資金融資規則第８条第７号による　　　　　　　　　　　

８　保証人　　　　原則不要 (法人は代表者１名)　　　

９　信用保証　　　栃木県信用保証協会の保証付き

　　　　　　　　　　 保証料率については市町村特別保証制度取扱要領第１２条の

規定による。

１０ 利子補給補助　初年度融資額の１％以内及び、次年度の融資残高の１％以内を補助する。
１１ 保証料補助　　融資実行時　　支払った保証料
１２ 実施期間　　　平成２１年３月９日から令和４年３月３１日

１３ 申込手続　　　融資申込みをしようとする者は、所定の融資依頼書に必要書類

を添付の上、融資振興会に提出する。

　　　　　[必要書類]　

1 通常の運転資金の申し込み提出書類と同じ。

　　　　　　　　　　  ②中小企業信用保険法第２条第５項第１号から第６号及び第６項の認定に該当する場合は、認定を受けて添付。

１４　預託額　　　　１億円　金融機関内訳は別紙のとおり

１５　損失補償　　　栃木県信用保証協会が代位弁済した場合は、㈱日本政策金融公庫

　　　　　　　　　　からの保険金を控除した金額の２分の１とし、事務取扱要領２の（３）及び（４）の場合は別表１のとおりとする。

　　　　　　　　　　　ただし、当該案件が責任共有制度の対象である場合は、上記の額に80/100を乗じた額とする。
附　則
　この要領は、令和3年3月31日から適用する。

別表１（１５損失補償関係）
損失補償割合一覧表
	対象者
	保証料額

	中小企業信用保険法第2条第5項第1号、第2号、第3号、第4号、第6号の認定を受けた者
	㈱日本政策金融公庫からの保険金を控除した金額の３分の１

	中小企業信用保険法第2条第6項の認定を受けた者
	

	中小企業信用保険法第2条第5項第5号の認定を受けた者
	㈱日本政策金融公庫からの保険金を控除した金額の２分の１


